第１号様式

福島県子育て世帯住宅取得支援事業　補助金交付申請書

令和　年　月　日
福島県知事　様
申請者　　住所：
フリガナ：
氏名：
電話番号：
メールアドレス：

令和　年度において、下記のとおり福島県子育て世帯住宅取得支援事業を実施したいので、福島県子育て世帯住宅取得支援事業補助金交付要綱７条の規定により、関係書類を添えて、下記のとおり申請します。
記
１ 子育て世帯の状況
[bookmark: _GoBack]・子どもを養育する者（父又は母）の氏名：　　　　　　　　　　　　　　　　
・現住所：〒　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
・子どもの氏名（第一子妊娠中の場合は“第一子”と記載）：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
・子どもの生年月日（第一子妊娠中の場合は出産予定日）：　　　　　申請日における年齢：　　　　　　　　　 　　

２ 住宅取得の状況
・取得住宅の住居表示（住居表示なき時は建築地番）：〒　　　　　福島県　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
・取得住宅の形式：戸建住宅か集合住宅（○をつける）　　　専用住宅か併用住宅（〇をつける）
・補助対象事業費（土地取得費、外構工事費用、併用住宅の住宅部分以外を除く）：　　　　　　　　円
・補助申請額（補助対象事業の1/2又は30万円のいずれか低い額）：　　　　　　　　円
・工事着工日又は工事着工予定日：　　　　　　　　　　　　　　
・事業完了予定日（住宅の引渡し又は住民票移動日のいずれか遅い日）：　　　　　　　　　　　　　　
・取得住宅の登記名義人（予定を含む）：　　　　　　　　　　　　　
・取得住宅の床面積（併用住宅の場合のみ）：住宅部分　　　㎡　住宅部分以外　　　㎡　合計　　　㎡

３ 県内工務店又は県内不動産業者の状況
（１）県内工務店と工事請負契約を締結した場合に記入
・社名又は屋号：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
・本社（本店）の住所：〒　　　　　　　福島県　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
・電話番号：　　　　　　　　　　　　　・建設業許可番号：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（２）県内不動産業者と不動産売買契約を締結した場合に記入
・社名又は屋号：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
・本社（本店）の住所：〒　　　　　　　福島県　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
・電話番号：　　　　　　　　　　　　　・宅地建物取引業免許証番号：　　　　　　　　　　　　　　
（３）県内不動産業者と媒介又は代理契約を締結し、県外不動産業者と不動産売買契約を締結した場合に
記入（媒介又は代理契約先の以下を記入）
・社名又は屋号：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
・本社（本店）の住所：〒　　　　　　　福島県　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
・電話番号：　　　　　　　　　　　　　・宅地建物取引業免許証番号：　　　　　　　　　　　　

４ 申請者による確認（確認し□にチェックしてください）
・□本申請書の記載内容に虚偽はありません
・□S56年5月以前に建築された住宅は、事業完了日までに上部構造評点1.0以上を確認します
・□福島県暴力団排除条例（平成23年福島県条例第51条）に規定する暴力団員等又は社会的避難者に
該当する者ではありません
・□知事が他に定める他の補助金等を併用しません
・□事業完了日の属する年度の翌年度から起算して3年間以上居住を継続します
・□補助金交付要綱別表に定める交付申請時に添付する書類に不足がないことを確認しました
